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物件調書（旧毛呂山高等学校跡地）  

 参 考 価 格 １０５，２１０，０００円  

土  

 
 

地 

 

所 在 地  入間郡毛呂山町大字西大久保字中通５２５番地  

地    目  学校用地 

面    積  34,658㎡  

現    況  学校用地 

形    状  ほぼ整形 

道 路 付  

北東側幅員約6.4ｍ町道（第2号線）（建築基準法第42条第1項第1号） 

北西側幅員約6ｍ町道（第104号線）（同法第42条第1項第1号） 

南西側幅員約6ｍ町道（第1597号線)（同法第42条第1項第1号） 

南東側幅員約3～4ｍ町道（第1669号線）（同法第42条第1項第3号） 

建物 

名称 構造 延床面積 建築年月 その他 

校舎（普通教室棟） RC造3階建 3,674.00㎡ 昭和54年 Is値0.92 

校舎（特別教室棟） RC造5階建 3,720.80㎡ 昭和55年 Is値0.68 

体育館 SRC造2階建 1731.20㎡ 昭和54年 Is値0.25 

格技場 RC造2階建 849.38㎡ 昭和61年 新耐震 

食堂兼合宿所 S造2階建 775.82㎡ 昭和58年 新耐震 

部室棟 S造2階建 543.00㎡ 平成3年 新耐震 

浄化槽棟 RC造 76.48㎡ 昭和54年 耐震診断なし 

外便所 RC造 37.44㎡ 昭和55年 耐震診断なし 

倉庫 S造 55.00㎡ 昭和62年 新耐震 

ポンプ室 CB造 6.19㎡ 昭和55年 耐震診断なし 

渡り廊下 S造 183.22㎡ 昭和54年 耐震診断なし 

法  

令  
制  
限 

 

用  途  市街化調整区域 

建築制限  建ぺい率60％・容積率200％ 

防火地域  なし 

文 化 財  なし 
都 市計画法 ・
建 築基準法 に
関する事項  

毛呂山町まちづくり整備課にお問い合わせください 

私道の負担等  なし  

給  
排  
施  
設  

電  気  

受変電設備あり（高圧）  
※現在も使用していますが、現状有姿による引き渡しのため、必要に応じて改

修等が必要です 
※東京電力にお問合せください 

ガ   ス プロパンガス 
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上 水 道  

敷地内引込あり（引込口径75㎜） 

高架水槽及び受水槽、揚水ポンプあり 

※現状有姿による引き渡しのため、必要に応じて改修等が必要です。 
※毛呂山町水道課にお問い合わせください  

下 水 道  
浄化槽設備あり（直近法定点検R5年11月実施）  
※現状有姿による引き渡しのため、必要に応じて改修等が必要です。 

交 通 機 関 
関越道坂戸西スマートIC 約１０分 

圏央道圏央鶴ヶ島IC 約１５分 

東武越生線川角駅 徒歩約２２分 

周 辺 状 況 戸建住宅、事業所、畑、農家住宅等 

特 記 事 項 

〇 建築確認（計画通知）の取得状況 

建物名称 
確認済証 検査済証 

番号 年月日 番号 年月日 

校舎（普通教室棟） 
第45号 S53.9.26 記録なし － 

校舎（特別教室棟） 

体育館 第1号 S54.4.6 記録なし － 

格技場 第154号 S61.2.27 記録なし － 

食堂兼合宿所 第3542号 S58.2.28 第172号 S58.6.2 

部室棟 第21号 H2.11.21 第2号 H3.4.9 

浄化槽棟 記録なし － 記録なし － 

外便所 第33号 S55.2.16 記録なし － 

倉庫 第35号 S61.12.8 記録なし － 

ポンプ室 記録なし － 記録なし － 

渡り廊下 第20号 S54.11.5 記録なし － 

〇 アスベスト分析結果報告書 

建物名称 報告書の有無 アスベストの有無 

校舎（普通教室棟） 有 有 

校舎（特別教室棟） 有 有 

体育館 有 有 

格技場 有 有 

食堂兼合宿所 有 有 

部室棟 有 有 

浄化槽棟 有 有 

外便所 有 無 

倉庫 有 有 

ポンプ室 有 有 

渡り廊下 無 － 
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○ ＰＣＢ 

ＰＣＢが含有された受変電設備はありません。照明設備の安定器にＰＣ

Ｂ含有の可能性があります。 

○ その他 

自転車置き場、防球ネット、及び一部の植栽は、県が解体・撤去の上、

引き渡します。 

 ※ この調書その他の添付資料はあくまで参考であり、現況を優先します。各自で必ず

物件の調査をして御確認ください。 

 

〇 売却に係る条件   

１ 物件調書の「建物」は、落札者が、施設の改修計画を立て、整備・維持管理を行った上で、利

活用してください（県は、解体費、整備費及び維持管理費を負担しません。）。体育館は耐震基

準を満たしていないため、建物は解体せず、必ず、耐震診断を実施の上、耐震補強工事を実施し

てください。耐震診断、耐震補強工事完了後、結果について報告していただきます。 

２ 本物件は新築から長期間が経過しており、また、体育館・格技場を除き平成２０年４月から未

利用となっています。建物及び諸設備の劣化が進んでいるため、大規模な修繕や解体等が必要と

なる場合があります。 

３ 現況有姿での引渡しとなりますので、必ず入札参加者ご自身において、現地等の調査確認を行

ってください。建物に残置している物品等については、落札者において撤去・処分してください。

ただし、自転車置き場、防球ネット、及び一部の植栽は、県が解体・撤去の上、引き渡します。 

４ 確定測量は実施済みです。 

５ 土壌汚染状況調査及び地質調査については実施していません。 

６ 売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第１３項に

規定する接客業務受託営業の用、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の事務所の用、無差別大量殺人行為を行った団体の

規制に関する法律（平成１１年法律第 １４７号）第５条に規定する観察処分の決定を受けた団体

の事務所又はその他これに類するものの用並びに破壊活動防止法（昭和２７年法律第２４０号）

に基づく破壊的団体等がその活動のために利用する等公序良俗に反する用に供することを禁じま

す。 

７ 土地・建物売買契約書には、売主の契約不適合責任を免責する旨の特約を設けます。 

８ 土地・建物売買契約書には、土地・建物の使用用途を記載し、原則、所有権移転完了後２年以

内にその使用用途に供用しなければなりません。供用開始から５年以上の間、その使用用途に供

用しなければなりません。また、買主が使用用途、供用開始時期又は供用期間に反したときは、

売主が買い戻す旨の特約を設けます。所有権移転登記と同時に買戻特約の登記を行います。 

９ 越境物等があった場合は、落札者が越境物所有者と協議してください。 

１０ 対象不動産は、市街化調整区域に立地しています。土地・建物の使用用途及び予定する建築

計画については、必ず毛呂山町と協議してください。 
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１１ 落札者は、土地・建物の使用用途が都市計画法や建築基準法など法令の要件に適合するよう、

必要な手続き及び建物の改修等を行ってください。 

１２ 東京電力パワーグリッド株式会社の本柱９本及び支線１本があります（移設の可否について

は、設置者との協議が必要です）。 

 

 

 


